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は じ め に

　ここ数年間で宇宙開発全体が急激な変化に晒さ
れている．
　まず，従来の国家による宇宙開発に代わって民
間企業による宇宙開発が拡大している．特にスペ
ース X社やブルー･オリジン社などアメリカの新

興の巨大宇宙開発企業，いわゆるニュー･スペー
スは積極的な宇宙開発を志向する．アメリカのNPO

である憂慮する科学者組合（Union of Concerned 

Scientists）が提供するオープンソース情報に基づ
く衛星データベース1）において，軌道上に存在し，
運用が行われている2666基の衛星のうち，商業用
途に含まれる衛星は1645基に上り，前述したスペ
ース X社は358基の衛星を運用している．今年，
2020年の 5月30日（日本時間では翌31日），スペー
ス X社の「クルードラゴン」ロケットの打ち上げ
が成功し，国際宇宙ステーション（ISS）へ 2名の
宇宙飛行士を輸送した2）．これは世界初の民間企
業による地球軌道上への有人宇宙飛行であった3）．
地球軌道上への有人宇宙飛行技術を持つ国家は，
アメリカ，ロシア，中国の 3カ国に限られており，
技術力に関しても，民間企業は国家の宇宙開発機
関に引けを取らない．
　民間企業による積極的な宇宙開発は別の側面，
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　本論文は，スペースデブリ問題に着目して，中国による ASAT実験と，国連総会でのスペースデブ
リ低減ガイドラインの採択が行われた2007年を境に，宇宙開発を「技術的問題としてのデブリ時代」
と「政治的問題としてのデブリ時代」に区分する．前者では，スペースデブリの問題は宇宙開発機関
にとっての専門的・技術的な問題であり，宇宙開発においてもデブリへの配慮が足りなかった．後者
では，スペースデブリの問題が国際的に認知され，デブリが出るか出ないかが宇宙開発における 1つ
の尺度となり，政治的な問題としてデブリ問題が扱われている．その上で，デブリ問題と他の宇宙開
発に関わる問題との関係を，宇宙開発に関する区分という点から検討し，アクターの増加がデブリ問
題の政治問題化につながり，それが更に衛星のコンステレーション化につながったこと，宇宙の軍事
化とデブリ問題の政治問題化とは相互に影響しながら進行していることを明らかにした．
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宇宙の過密化も生んでいる．運用を終了したもの
を含めた軌道上にある人工衛星は増え続けており，
特に地球との距離が近いために有用性が高い低軌
道と，常に地球の同じ地点の上空に留まることが
できる静止軌道の 2軌道に衛星が集中している．
そのため，それらの軌道における宇宙物体間の衝
突の危険性が増している．
　また，宇宙の軍事化も進んでいる．宇宙アセッ
トが戦争に不可欠であるとの認識は各国に広まっ
ており，対衛星（ASAT）兵器やそれに対する防護
手段の研究開発が進められている．2019年 3月27

日にインドは直接上昇型ASAT兵器の実験を行い，
高度約300kmにあるターゲット衛星を破壊した4）．
これによって，直接上昇型 ASAT兵器の使用実験
を行った国はアメリカ，ロシア，中国に次いで 4

カ国となった．
　宇宙アセットの軍事的重要性が拡大したことに
よって，宇宙での安全保障を担う宇宙部隊の重要
性も増し，部隊の新設・再編が進んでいる．アメ
リカは2019年に「第 6の軍」として宇宙軍を発足
させ，日本も2020年に宇宙作戦隊を組織した．ま
たフランスは空軍を航空宇宙軍へと移行させよう
としている．既にロシアは空軍を航空宇宙軍へと
改編しており，中国も2015年に宇宙戦やサイバー
戦などを専門とする戦略支援部隊を発足させてい
る．
　以上のように宇宙活動の政治的・経済的・軍事
的重要性は拡大しており，宇宙の商業化・過密化・
軍事化という傾向を持ちながらも，宇宙活動が活
発化している．しかし，人類が宇宙活動を行う上
で副産物として生じるのがスペースデブリ（以下，
デブリ），つまり宇宙ゴミである．デブリは宇宙を
高速で飛来し，衛星などの宇宙アセットに衝突し
た場合に重大な損害をもたらすという点で深刻な
脅威である．しかも除去技術が実用化されていな
いため，重力に引かれて地上に落下するなど自然
に消滅しない限り，一度発生したデブリはいつま
でも脅威のままである．

　スペースデブリの問題は2007年の中国による
ASAT実験と，それに伴う大量のデブリの拡散を
契機として周知されるようになり，様々な対策が
取られるようになったが，宇宙活動の重要性が拡
大したことで問題も深刻化している．
　本論文は宇宙開発における最大の問題ともいえ
るスペースデブリ問題を軸として，宇宙開発につ
いて新たな時代的区分を設け，デブリ問題と他の
宇宙開発上の問題との関係を検討する試みである．
　以下では，先行する宇宙開発の時代的区分の試
みについて検討Ⅰし，そこから欠落したデブリの
問題を概説Ⅱする．その上でデブリ問題を強調し
た新たな宇宙開発の時代的区分を提案し，それを
Ⅰで検討した先行する区分の試みと比較すること
で，デブリ問題と他の宇宙開発上の問題との関係
を検討Ⅲしたい．

Ⅰ 宇宙開発の時代的区分の試み

　先行する宇宙開発の歴史の時代的区分の試みに
ついて検討する．
　 1で検討するテクノクラシー／ネトクラシー，
2で検討する第一宇宙時代／第二宇宙時代はどち
らも宇宙開発全体の性質についての区分である．
テクノクラシー／ネットクラシーはスペース・パ
ワーのモデルについて，第一宇宙時代／第二宇宙
時代は宇宙開発全体の性質について区分を行って
いる． 3で検討するスペース・パワー論の区分は，
宇宙開発全体ではなく，宇宙安全保障という観点
からの区分であり，特に福島康仁による区分につ
いて検討する．

1．テクノクラシー（Technocracy）とネトク
ラシー（Netocracy）

　宇宙安全保障について研究を行うジェームズ・
クレイ・モルツは，2019年に書かれた『21世紀の
スペース・パワーの変動力学（The Changing 

Dynamics of Twenty－First－Centur y Space 

Power）』の中で冷戦期のスペース・パワーが国家，
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特に米ソ両国主導の宇宙プログラムに依存してお
り，① 打ち上げの回数とロケット・衛星の大き
さ，② 宇宙飛行士の功績，③ 軍事を支援する技
術，④ 宇宙科学の進歩によって，その能力が測ら
れていた，としている5）．
　モルツはその冷戦期のスペース・パワーのモデ
ルを「テクノクラシー」と呼び，国家中心，秘密
主義，軍事主導，個々の衛星の独立，少数かつ巨
大で脆弱性の高い宇宙プラットフォーム，遅くト
ップダウン型のイノベーションなどの特徴を挙げ
ている．これに対して，ポスト冷戦期，特に21世
紀のスペース・パワーのモデルを「ネトクラシー」
と呼び，国際的，高い透明性，商業主導，ネット
ワーク化された衛星網，多数かつ小型で弾力性の
ある宇宙プラットフォーム，急速かつボトムアッ
プ型のイノベーションなどの特徴を挙げている6）．
　モルツは，テクノクラシー型からネトクラシー
型へのモデルの変化に伴って，それらを生み出す
環境を持つアメリカがそれらを持たない国々，特
に中国とロシアに対してスペース・パワーについ
て優位に立ちうるとの見解を示している7）．
　モルツは宇宙開発における民間企業の活動の拡
大を強調し，それが変化をもたらしたと主張する．
スペース・パワーの源泉が国家の資本と国家によ
るイノベーションから，民間企業の資本とアイデ
アや人間の自由な移動によって生まれるイノベー
ションへと移ったがために，伝統的なスペース・

パワーの尺度も再編する必要があるとしている．
　どこでテクノクラシー型のモデルからネトクラ
シー型のモデルへ移行したかという点で，具体的
な契機となる出来事をモルツは示していない．た
だ，「過去の数年間を通して，宇宙活動の総体に占
める商業宇宙（活動）の割合が増加していること
から，従来の尺度を再評価する必要がある」8）と述
べており，モデルの移行が過去数年間，特に2010

年代後半に起こったことだとしている．このため，
テクノクラシー型のモデルは冷戦終結後もかなり
の間，主流であったことが示唆される．

2．第一宇宙時代（First Space Age）と第二宇
宙時代（Second Space Age）

　第一宇宙時代と第二宇宙時代という区分は，ア
メリカ航空宇宙局（NASA）の戦略・政策実施担
当上級顧問（当時）であるトーマス・E・クレメン
スが2014年に提唱したものであり，一握りの大国
が宇宙開発の資源を独占していた時代（第一宇宙
時代）に対して，宇宙開発に関与するアクターが
増加した現代は第二宇宙時代である，という文脈
で使われていた9）．
　これを発展させたのがトッド・ハリソンである．
ハリソンは2017年に書かれた「第二宇宙時代に 

おけるエスカレーションと抑止（Escalation & 

Deterrence in the Second Space Age）」の中で，第
一宇宙時代と第二宇宙時代を比較し，宇宙におけ

表 1　スペースパワーモデルの区分の比較

冷戦期のスペースパワーモデル
（「テクノクラシー」）

21世紀のスペースパワーモデル
（「ネトクラシー」）

・国家的
・秘密
・軍事主導
・独立
・少数・巨大なプラットフォーム
　（脆弱）
・遅く，トップダウンのイノベーション

・国際的
・透明
・商業主導
・ネットワーク化
・多数・小型のプラットフォーム
　（強靭）
・速く，ボトムアップのイノベーション

（出所） 　James Clay Moltz, “The Changing Dynamics of Twenty－First－Century Space Power,” Journal of Strategic 
Security, Vol. 12, Issue. 4 , 2019, pp. 27の Fig. 1． Comparison of Space Power Modelsを筆者が翻訳．
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る新たな抑止モデルの必要性を訴えている．
　第一宇宙時代は国家，特に米ソの二大超大国に
よる宇宙開発がほぼ独占されていた時代である．
1957年から1990年までに打ち上げられた衛星の93

％がこの 2国によって占められていた．また軍事
主導の宇宙開発の時代でもあり，全衛星の70％が
軍事衛星であった．しかし，これらの軍事衛星は
核抑止力の維持に役立っていたために，攻撃の対
象とはならなかった10）．
　冷戦が終結した1991年以降，第一宇宙時代から
第二宇宙時代へと移行し始める．これは宇宙の商
業利用，地球上の地政学的な環境，軍事的なパワ
ーバランスがほぼ同時に変化した結果である．第
二宇宙時代は第一宇宙時代に比べて，多様かつ無
秩序で危険な時代とされる．伝統的な宇宙超大国
であった米露以外の国々による打ち上げが拡大し，
また多くの民間企業が宇宙開発に参入した．民間
企業は国家による宇宙利用より多様な宇宙利用を
志向しており，既存の法律や規制では対応できな
くなりつつある．また各国の軍隊の宇宙への依存
が進んだために，宇宙アセットへの攻撃はより魅
力的な手段となりつつあり，宇宙利用に対する脅
威が広がっている．核抑止以外へ宇宙アセットの
軍事利用が拡大したために，第一宇宙時代の抑止
やエスカレーションの制御がもはや有効ではない
とハリソンは主張している11）．
　ハリソンは第一宇宙時代から第二宇宙時代への
変化の原因について，複合的な要因（宇宙の商業
利用，地球上の地政学的な環境，軍事的なパワー
バランスの変化）を挙げる．しかし，この背後に
はクレメンスが第一宇宙時代と第二宇宙時代との
区分で主張した「アクターの増加」があると考え
られる．つまり，宇宙の商業利用については商業
アクターの参入，地政学的な環境の変化による米
ソ両大国以外の国家の宇宙開発への参入・開発の
拡大である．軍事的なパワーバランスの変化には，
地政学的な環境の変化が大きく関わる．宇宙開発
に関与するアクターの拡大が，第一宇宙時代から

第二宇宙時代への変化の根本にあると考えられる．

3．スペース・パワー論の区分
　福島康仁は『宇宙の安全保障』の中で，スペー
ス・パワー論の中での宇宙の利用価値をめぐる議
論の分類について，ラプトンによる古典的な分類
を参照した上で，それを発展させた新たな分類を
示し，アメリカにおける主要な議論が時代と共に
変遷してきたと主張している．その上で，世界的
な宇宙ガバナンスが変化を迫られていることを明
らかにし，ガバナンスの在り方を模索している12）．
　ラプトンは，1988年に書かれた『宇宙戦論（On 

Space Warfare）』の中で，スペース・パワー理論
における宇宙の利用価値をめぐる議論を「聖域学
派」「残存性・脆弱性学派」「高地学派」「コントロ
ール学派」の 4つに分類した13）．
　福島は，ラプトンの分類を踏まえ，冷戦後の議
論を考慮に入れて，スペース・パワー論について
「聖域学派」「情報学派」「坑たん性・コントロール
学派」「高地学派」の 4つに分類した14）．このう
ち，「聖域学派」と「高地学派」はラプトンの定義
をそのまま引き継いでいる．
　以下で福島による 4分類をそれぞれ簡単に解説
する．
　まず，「聖域学派」は，「他の主権国家の国境内
を覗き見ることに宇宙空間の軍事的価値を見いだ
し，そうした価値を守るために宇宙空間を戦争の
ない聖域にとどめておくべきだと主張」し，核抑
止力に不可欠な構成要素として宇宙からの監視を
重視している15）．
　次に「情報学派」は，「地球上での戦闘を情報と
いう観点から支援することが，宇宙空間の有する
最も重要な価値であると考え」，戦闘において情報
が中核的な役割を持つ中で，宇宙空間を通した情
報のやり取りに最大の宇宙空間の軍事的価値を見
いだす16）．
　そして，「坑たん性・コントロール学派」は，宇
宙利用への依存が作戦面で進んでしまった中で，
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レジリエンス（強靭性，弾力性）を強化して，有
事でも宇宙利用を継続できるようにすべき，と主
張する17）．これには，宇宙空間をめぐる戦闘，特
に衛星に対する攻撃の可能性が背景にある．
　最後に，「高地学派」は，「最も宇宙空間の軍事
的価値を重視」し，宇宙空間から弾道ミサイル，
他の衛星，他の衛星打ち上げロケット，高高度を
飛行する航空機などを迎撃・攻撃することに宇宙
空間の軍事的価値を見いだし，「宇宙空間を制する
ものは地球を制すると主張する」18）．
　福島は，現実に反映された中心的なスペース・
パワー理論が，聖域学派→情報学派→坑たん性・
コントロール学派と変化してきたと主張しており，
聖域学派は冷戦期まで，情報学派はイラク戦争の
初期まで，そしてそれ以後は坑たん性・コントロ
ール学派が中心的だとする19）．
　このスペース・パワー論の分類と，現実におけ
る反映の変化は，議論がどう進んでいたか，ある
いはその時代に中心的な軍事宇宙利用が研究開発
や配備されたかだけでなく，それが実際に使用さ
れたか否かという点から判断されている．そのた
め，あるスペース・パワー論が議論として中心的
であった，あるいは技術的にも可能であり，その
ための兵器が配備されていた，というだけでは変
化が起こったとはされない．具体的な例を挙げる
と，「坑たん性・コントロール学派」の時代の到来
をもたらす対宇宙兵器20），特に軌道上の衛星を攻
撃可能な兵器21）は冷戦期には既に配備されていた
が，実際に敵対国の衛星を攻撃することは行われ
ておらず，そのためにレジリエンスの強化にも重
点が置かれていなかった．また「高地学派」の時
代の到来をもたらす宇宙空間からの弾道ミサイル
迎撃は，研究開発は行われていたが，技術的な問
題から不可能であった22）．
　また，時代が移行しても，以前の時代で中心的
だった軍事宇宙利用がその価値を失うわけではな
い．例えば，聖域学派の時代に中心的であった核
戦略への宇宙アセットの利用は現在も行われてお

り，その価値は失われていない．また，ASAT兵
器は拡散しているが，宇宙アセットは戦術的に重
要なままである．
　「聖域学派」の時代とされる宇宙開発の始まり～
冷戦の終結まで，衛星などの宇宙アセットは，相
互確証破壊に基づく核抑止を支えるものとして重
要な意義を持っていた．相互確証破壊は米ソ両国
が確実に敵を破壊しうる第二撃（敵による先制核
攻撃＝第一撃を受けた後の核兵器による反撃）能
力を持つことである．この第二撃能力を維持する
ためには，敵の核攻撃の兆候を把握し，敵が核攻
撃を始めたことをいち早く確認し，また敵の核攻
撃を受けた後に反撃を命令するなどの手段が必要
とされた．そのため，地上にあるものに比べて攻
撃を受けにくい宇宙アセットが重要とされ，偵察・
気象・測位・早期探知・通信などの衛星が整備さ
れた．また米ソ間の軍縮条約の検証手段としても
宇宙アセットは活用される．このように，「核抑止
と軍備管理への貢献が宇宙システムの主な役割で
あった」23）．
　「情報学派」の時代の始まりを，福島は湾岸戦争
においている．湾岸戦争では，多くの宇宙アセッ
トが活用され，諸外国にも宇宙アセットの核抑止
を超えた有用性が認知される契機となった24）．そ
の後，アメリカによる宇宙アセットの戦闘への活
用は大幅に拡大し，NATOによるユーゴスラビア
空爆，2001年からのアフガニスタン戦争，2003年
からのイラク戦争と，軍用の宇宙アセットとドク
トリンが整備され続け，重要性も増していった．
そして，戦争の遂行において不可欠の存在となっ
ていく．一方で，宇宙アセットに対する攻撃や宇
宙アセットの利用の妨害は試みられておらず，ソ
連崩壊後の唯一の宇宙超大国であったアメリカは
一方的に宇宙アセットを利用することができた．
　2003年のイラク戦争の際，イラク軍はアメリカ
の攻撃に対して，GPSの妨害を行っており，宇宙
アセットの利用の妨害を図った25）．福島によれば，
これが「坑たん性・コントロール学派」の時代の
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始まりとされる．これ以後，宇宙アセットに対す
る攻撃の脅威が拡大していくこととなり，戦時に
おける宇宙アセットの利用を保証するために，衛
星のレジリエンスの強化を目指すこととなる．
　福島は地上の安全保障における宇宙アセットの
重要性の高まり，いわゆる宇宙の軍事化を強調し，
それが変化をもたらしていると主張する．冷戦期
までは専ら米ソ間の戦略的な核抑止と軍備管理に
対して宇宙アセットは意義を持っていたが，湾岸
戦争以降は戦術的なレベルにまで宇宙アセットの
重要性が拡大し，それによって宇宙アセットに対
する攻撃の可能性も拡大したとされる．

4．結 論
　本節で取り上げた 3つの区分は，いずれも冷戦
期とポスト冷戦期～現代との間に何らかの変化が
あり，それによって時代的な区分を行えるとの立
場を共有している．しかし，何が変化したことに
よって時代が変遷したのか，またどのタイミング
で区分を行うかという点で異なった考え方をして
いる．
　図 1は本節で取り上げた 3つの区分を時間的に
整理したものである．
　冷戦期は第一宇宙時代であり，スペース･パワ
ーはテクノクラシー型のモデルで生み出され，ま
た宇宙の安全保障については聖域学派が主流であ

った．つまり，アクターが少数，特に国家に限ら
れ，宇宙開発も国家が主導であり，軍事的には宇
宙アセットは核抑止と軍備管理に主たる意義を持
っていたため，宇宙は聖域として攻撃の対象には
なりえなかった．
　しかし，1991年に湾岸戦争が勃発すると，宇宙
アセットは冷戦期の範囲を超えて，戦闘の全局面
に影響を及ぼすこととなり，それ以後，実際の戦
闘に影響を及ぼすものとして宇宙アセットの意義
は拡大していき，「情報学派」が主流となってい
く．またソ連の崩壊に伴って米ソ両超大国による
宇宙開発の独占は崩れ，宇宙開発技術も普遍化し
て多くのアクターが宇宙開発に参与していくこと
となる．
　1991年から2003年までの間，地上での戦闘に宇
宙アセットが重要な意義を持つようになっていく．
宇宙アセットに対する攻撃やその使用の妨害は試
みられてこなかったために，宇宙アセットは一方
的に地上の軍事活動に対して支援を提供すること
ができた．また，冷戦期と変わらず，国家が宇宙
開発における中心的な役割を担っていたが，スペ
ースX社（2002年設立）やブルーオリジン社（2000

年設立）など，現在の巨大宇宙開発企業がこの時
代に設立されており，商業主導の宇宙開発の動き
が始まりつつあった．
　2003年以降，先進国にとって宇宙アセットが戦

クレメンス＝ハリソンによる分類 第一宇宙時代

福島による分類 聖域学派

モルツによる分類 ネトクラシー

(湾岸戦争・冷戦の終結)
2003年

(イラク戦争)

情報学派

現在

テクノクラシー

第二宇宙時代

坑たん性・コントロール学派

1991年

図 1　本節で取り上げた分類の整理

（出所）　筆者作成．
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争の遂行で不可欠となる一方，宇宙アセットに対
する地上からの妨害が実際の紛争で行われるよう
になり26），また非国家主体による衛星システムへ
の攻撃も行われうるようになった27）．特にGPSを
妨害する技術は広範囲に広がっている28）．このた
め，各国は宇宙アセットを分散させることで攻撃
に備えようとしている．また，宇宙開発の有用性
が明らかになったことで，より多くの国家が宇宙
開発に参画するようになり，民間企業も急成長し
た．そのような状況の中で，スペース･パワーが
ネトクラシー型へと変化していった．
　以上のように，本節で取り上げた 3つの区分が
いずれも異なった点に着目しているために，区分
のタイミングが異なっている．以下では，本節で
取り上げた区分について，どこを強調しているの
かを示す．
　まず， 1で取り上げたモルツのテクノクラシー
／ネトクラシーの区分は，商業部門の拡大を強調
している． 2で取り上げたクレメンス＝ハリソン
の第一宇宙時代／第二宇宙時代の区分は，アクタ
ーの拡大を強調している． 1のモルツの論に通じ
るところもあるが，ハリソンは商業部門の拡大以
外にも，宇宙開発に関与する国家の増大にも関心
を払っている． 3で取り上げた福島のスペース･
パワー論の分類は，国家の安全保障における宇宙
アセットの重要性の高まり，いわゆる宇宙の軍事
化を強調している．
　これらの区分は，いずれも宇宙開発の重要な変
化に沿って区分を行っている．しかし，すべての
区分においてスペースデブリの問題は見逃されて
いる．次節ではスペースデブリ問題について概説
する．

Ⅱ スペースデブリ

1．スペースデブリとは何か
　スペースデブリ，直訳すると宇宙ゴミは，地球
軌道上に存在する人工的な廃棄物である29）．これ
には，打ち上げたロケットの残骸，使用されなく

なった人工衛星，破壊された人工衛星の破片や部
品など様々なものが含まれるが，そのほとんどは
人類による宇宙開発によって生み出されたもので
ある30）．これらのデブリは，重力によって地球の
大気圏内に再突入し，燃え尽きることもあるが，
軌道上に残存し，地球を周回し続けることもある．
特に，後者が宇宙利用にとっては脅威となる31）．
　これらのスペースデブリは宇宙空間を高速で飛
来するために衝突時の被害が大きく，地上から見
えづらいために回避が困難であり，現在の技術で
は除去も困難で32），宇宙開発の大きな脅威となっ
ている．前述したとおり，デブリは様々な要因か
ら発生し，大きさも様々である．分離したロケッ
トのタンクなど巨大なものは数mにも達すること
があるが，数mm，あるいはμm単位のデブリが
ほとんどである．しかし，それらの微小なデブリ
であっても，高速で飛来するがゆえに人工衛星や，
国際宇宙ステーション（ISS）などの宇宙ステーシ
ョンにとっては十分な脅威となる33）．
　現在，スペースデブリの具体的な数は，地上か
らの観測が容易な10cm以上のデブリに限っても約
2万3000個が報告されている．また， 1 cm以上

10cm未満のデブリでは約90万個，1 mm以上 1 cm

未満のデブリは約 1億2800万個が存在すると推測
されている34）．
　スペースデブリの除去は現時点では実験段階で
あり，技術が実証されていない．そのため，スペ
ースデブリ問題への具体的な対策は，観測と情報
の共有，衛星の操作による回避，スペースデブリ
の発生を抑える形での宇宙開発の推進（衛星の設
計や打ち上げのやり方などの工夫）などに限られ
ている．
　またデブリは現在の技術では除去されず，自然
に地球に再突入する以外には宇宙空間からなくな
らない．デブリ同士が衝突を繰り返すことによっ
て，デブリの数が自己増殖して，最終的には宇宙
利用そのものが困難になる「ケスラー効果」と呼
ばれる事態が危惧される35）．
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　デブリと衛星との衝突事件は後述するイリジウ
ム33とコスモス2251との衝突も含めて既に複数回
発生36）しており，宇宙空間の利用に対する現実的
な脅威になっている．また，デブリや他の衛星の
接近を事前に感知して衛星やロケット，宇宙ステ
ーションが衝突を回避する緊急機動は日常的に行
われている．

2．スペースデブリ問題の歴史
　スペースデブリは，宇宙開発が始まると同時に
生まれた．最初の人工的なスペースデブリはスプ
ートニク 1号の打ち上げの際に，宇宙空間に運ば
れたロケットの最上段であるとされる37）．初期の
宇宙開発ではデブリは問題とはなっておらず，宇
宙空間における核実験38）や人工的な電磁帯形成の
ための約 4億本の針の散布実験39）などが行われ，
多くのデブリが出現した．また1959年のボールド・
オリオン計画40）以来，米ソは冷戦期に何度もASAT

実験を行っており，それもデブリを発生させた．
　宇宙開発の中でスペースデブリが問題化したの
は大型ロケットの打ち上げに伴う大量のデブリ出
現があった1980年代のことであり，スペースシャ
トル計画や国際宇宙ステーション計画など人命尊
重の気運が生まれる中で，デブリが問題となっ
た41）．その結果として，宇宙開発の先進各国であ
るアメリカ，日本，フランス，ロシアなどが独自
のデブリ発生抑制の基準を策定していった．その
中で，1993年に日本の JAXA，アメリカのNASA，
欧州のESA，ロシアのPKAによって宇宙機関間ス
ペースデブリ調整委員会（IADC）が組織42）され，
2002年にスペースデブリ低減ガイドラインが策定
される43）．
　21世紀に入って， 2つの重大なデブリの拡散が
あった．2007年の中国による直接上昇型 ASAT実
験と，2009年の米露の衛星衝突事故によるデブリ
の拡散である．以下でそれらの事件について簡単
に解説する．
　2007年 1月11日，中国は SC－19ミサイル44）によ

って，高度851～869kmで自国の気象衛星「風雲
1号 C」を破壊する ASAT実験を行った45）．これ
によって，3405個のデブリ（アメリカの宇宙監視
ネットワークによってカタログ化されたもの）が
飛散（2016年 1月 4日時点で2880個が軌道上に残
存）した46）．これは一度の破壊で飛散したデブリ
としては過去最大である．この実験は使用頻度の
高い低高度の軌道帯にデブリを撒き散らしたこと
で，運用中の衛星や宇宙ステーションに対するリ
スクを25～40％増大させることになり47），国際的
な非難を巻き起こした．
　2009年 2月10日，アメリカのイリジウム社が運
用する通信衛星イリジウム33と，運用が停止され
た，つまりデブリとなっていたロシアの軍事用通
信衛星コスモス2251が高度800kmで衝突した．イ
リジウムの展開物とコスモスの本体が激突した形
で，両衛星あわせて2296個のデブリ（アメリカの
宇宙監視ネットワークによってカタログ化された
もの）が飛散（2016年 1月 4日時点で1505個が軌
道上に残存）した48）．偶発的に飛散したデブリの
数としては過去最大である．この当時，米空軍の
統合宇宙作戦センター（JSpOC）49）が後述する宇宙
状況監視（SSA）を行っていたが，衝突の危険を
察知することができておらず，イリジウム社に対
して衝突の警告を出すこともできなかった50）．後
述するが，この事故は米軍に依存した衝突回避メ
カニズムへの不信感をもたらし，新たな国際衝突
回避メカニズムを作る機運につながっていく．
　以上の 2つのデブリ拡散は，その規模において
宇宙開発の歴史で最大であり，国際的には重要な
影響を及ぼした．これらの事件・事故を契機とし
て，デブリ不拡散という規範が国際社会に強く浸
透している．
　現在に至るまで，デブリは宇宙開発における最
大の脅威であり続けている．はじめにでも述べた
ように，民間企業による宇宙開発は急速に進行し
ており，デブリではない衛星の数も急増している．
このような宇宙の混雑化の中で，デブリを含む宇
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宙物体の衝突の危険性は高まっている．
　最近は大規模な衛星コンステレーション51）の建
設構想が相次いで持ち上がっており，既に構築が
始まっている52）．これらのコンステレーションは
しばしば超小型衛星を利用して行われるが，超小
型衛星はコストや重量の問題から推進能力が低い
（あるいは軌道変更能力をまったく持たない）こと
など多くの問題があり，軌道環境を悪化させる危
険性がある53）．

3．スペースデブリを取り巻く法的・政策的状況
　デブリが脅威であることは世界的に認識されて
いるが，デブリの防止については前述した IADC

のスペースデブリ低減ガイドラインを含めて，法
的拘束力のない国際規範しか存在しない．
　まず国際連合のスペースデブリ低減ガイドライ
ンが存在する．これは2002年に出された IADCの
スペースデブリ低減ガイドラインを受けて，2007

年に国連総会で採択された．これは IADCのガイ
ドラインの最新版を参照する形で，宇宙機関間で
行われてきた議論をフォローする54）．
　また，国連宇宙空間平和利用委員会（UNCOPUOS）
は2019年に「宇宙活動に関する長期持続可能性
（LTS）ガイドライン」55）を全会一致で可決した．こ
れは21のガイドラインの集合であり，全体で宇宙
開発の長期の持続性を確保することを目的として
いる56）．この中で，デブリ問題について IADCや
国連のスペースデブリ低減ガイドラインの参照，
デブリ情報の収集と共有，デブリ問題に対応した
衛星の設計，デブリの長期的管理のための新たな
手法の検討などが推奨されている57）．
　また，各国レベルでは，各宇宙機関が独自のス
ペースデブリ抑制基準を定めている．例えば，
JAXAは「スペースデブリ発生防止標準」58）を，
NASAは「軌道デブリを制限するためのハンドブ
ック」59）などを，それぞれ定めている．
　スペースデブリを回避するためには，まずはス
ペースデブリを補足し，その軌道などを把握しな

ければならない．このために行われるのが，SSA

である．これは光学望遠鏡とレーダーによって，
軌道上に存在する物体を観測し，その軌道を把握
する活動である．宇宙開発を行う各国は積極的に
SSAを行っている．
　最大の SSA実行国はアメリカであり，米軍の統
合戦闘軍の 1つである，USSPACECOMが宇宙監
視ネットワーク（SSN）を通じて軌道上の物体を
監視しており，その中でデブリも観測している．
SSNを通じて得られた情報は，SSA共有プログラ
ムを通じて，連携する各国家・機関と共有されて
いる．また SSA共有プログラムは，衛星同士の衝
突，衛星とデブリとの衝突が予測された場合に，
その衛星の保有当事者に対して危険を通知してお
り，これは連携していない国家・機関に対しても
行われる60）．
　このように，アメリカによる SSAと，宇宙物体
の衝突の危険に対する緊急通知は，現在の宇宙開
発にとって不可欠の存在となっている．しかし，
このサービスだけでは限界があるとの見方もあ
る61）．アメリカに限らず，各国は安全保障上の問
題から機密衛星や軍事衛星の軌道（あるいは存在
そのもの）を公開しようとはせず，SSAについて
も正確な情報を故意に流さない可能性がある62）．
　民間企業など非国家主体による SSAの動きもあ
る．前述した2009年のイリジウム33とコスモス
2521との衝突事故を受けて，同年にインテルサッ
ト社，インマルサット社，SES社によって宇宙デ
ータ協会（SDA）が設立された63）．2010年に SDA

は宇宙データセンター（SDC）の運用を始め，衛
星の保有・運用者間の情報共有を行っている64）．

Ⅲ スペースデブリ問題を強調した新たな区分に
ついて

1．2007年を基準とした区分
　2007年，スペースデブリ問題について，前述し
た 2つの重要な出来事，つまり中国の ASAT実験
による大量のデブリの発生と，国連におけるスペ
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ースデブリ低減ガイドラインの採択とが起こった．
国際的にスペースデブリの脅威がはっきり認識さ
れた年だといえる．
　本論文ではこの2007年を境として，「技術的問題
としてのデブリ時代」と「政治的問題としてのデ
ブリ時代」とに，宇宙開発の時代的区分を行うべ
きであると考える．
　「技術的問題としてのデブリ時代」は宇宙開発の
始まり＝最初のスペースデブリの出現から，前述
した 2つの出来事が起こった2007年までである．こ
の時代は，宇宙開発がほぼ米ソ両超大国によって
独占され，宇宙アセットの重要性も軍事用・民生
用の双方で比較的小さかった．また活動中の衛星
の数もその後に比べて少なかった．それゆえに，デ
ブリの問題も深刻な脅威であるとは認識されてお
らず，デブリの出現について配慮が薄かった．た
だし，「技術的問題としてのデブリ時代」の後半，
1980年代以降は徐々にデブリ問題へ関心が集まり，
宇宙開発の先進国の間では各国独自のデブリ抑制
基準の作成や，IADCなど国際機関での国際規範策
定が行われた．しかし，全体としてスペースデブ
リ問題は宇宙開発機関の外部では重要な意義を持
たなかった．よって，スペースデブリの問題は，国
家や国家の宇宙機関が宇宙開発を行う上での技術
的な問題として存在していたといえる．
　「政治的問題としてのデブリ時代」は2007年以降
である．「技術的問題としてのデブリ時代」の時代
に比べて，宇宙開発に参与するアクターは増加し，
活動中の衛星の数も急激に増え，軍事用・民生用
の双方で宇宙アセットの重要性も拡大した．前述
した2007年の 2つの出来事からスペースデブリの
脅威は国際社会全体に共有され，それゆえにスペ
ースデブリを出さない宇宙活動を行うべきだとの
規範も共有された．宇宙活動に当たってデブリが
出るか出ないかが，その宇宙開発の評価の上で重
要な意味を持ったといってもいい．例えば，2019

年のインドによる ASAT実験はデブリを比較的少
数しか出さず，またそれらのデブリも大多数が2019

年末までに大気圏に再突入したために，中国によ
る ASAT実験ほどには国際的な非難を受けなかっ
た65）．これはスペースデブリ問題の「政治化」と
考えられる．また宇宙物体の衝突回避メカニズム
が発展しつつあり，デブリに対する，特に民間に
よる国際協力が進展している．
　本論文がこのような区分を提案する理由として，
以下の 3点がある．
　第 1に，先行する宇宙開発の時代的区分の試み
から，スペースデブリ問題の視点が欠落していた
ことがある．スペースデブリ問題は宇宙開発にお
ける重要な問題の 1つであるが，これまでの区分
では重要な事象だとはみなされていなかった．そ
れゆえに，デブリに着目した新たな区分を作るこ
とは，これからの宇宙政策の研究に当たって有益
である．
　第 2に，スペースデブリ問題は，民生・軍事を
問わず，宇宙の持続的利用に対する最大の脅威で
ある．これを強調した区分を試みることで，当初
は宇宙活動を行う際の技術的問題であったスペー
スデブリ問題が，宇宙開発を取り巻く政治的問題
に変化した過程を認識できる．
　第 3に，スペースデブリ問題が，他の宇宙開発
における論点との間でいかなる関係を持っている
のかを考える際に，スペースデブリにおいても何
らかの区分が必要であったためである．詳しくは
3で述べる．

2．将来的な第 3の区分
　前項ではスペースデブリ問題に着目し，宇宙開
発を2007年を境に「技術的問題としてのデブリ時
代」と「政治的問題としてのデブリ時代」の 2つ
に区分した．「技術的問題としてのデブリ時代」で
は宇宙開発がごく限られたアクターに独占されて
いたためにスペースデブリの問題は一般的な問題
ではなく，宇宙開発を行う機関にとっての技術的
な問題であった．しかし「政治的問題としてのデ
ブリ時代」では，スペースデブリの問題は国際的



173坂口：政治的問題としてのスペースデブリ問題

に共有され，デブリを出さない宇宙開発が強く志
向された．デブリの有無は宇宙開発を評価する上
での尺度となり，国際的な規範としてのデブリ不
拡散が共有された．
　本項では，スペースデブリの除去に着目して，
将来的な第 3の区分の可能性を示す．
　スペースデブリの除去は，現在は研究段階にあ
り，小型デブリの除去実験が行われている．例え
ば，サリー大学を中心としたRemoveDEBRISプロ
ジェクトは2018年と2019年に 2度のデブリ除去実
験を行い，それらを成功させた66）．
　スペースデブリが脅威になる最大の理由は，そ
れが人為的に除去することが困難であり，自然に
消滅するのを待つしかなかったことにある．しか
し，将来的にスペースデブリを除去できるように
なった場合，問題の前提が変わってしまう．デブ
リを短期間・低コストで除去できるのであれば，
デブリはそこまで脅威ではなくなりうる．
　スペースデブリが除去できるようになった場合，
2つの事象が起こると考えられる． 1つは，デブ
リ不拡散の規範が弱まることで，宇宙開発への参
入が技術的により容易になる．もう 1つは，これ
まではデブリが出てくるために，国際的な非難の
可能性と，自国の宇宙利用をも阻害する危険性か
ら抑えられてきた ASAT兵器，特にキネティック
物理的な兵器67）の利用が拡大する可能性がある68）．
　デブリには様々な種類があり，数も膨大である
ために，除去技術が確立したとしても即座に問題
が解決するとは考えづらい．しかし上に挙げたよ
うな変化が確実に起こるだろう．具体的にどこで
区分を行うかは，除去技術が実際に確立されるか
も含めて，現段階では不確かだが，「政治的問題と
してのデブリ時代」の後に，デブリ問題が宇宙開
発に対する持続的な脅威ではなくなった「一時的
問題としてのデブリ時代」あるいはデブリ問題そ
のものが問題ではなくなった「ポスト・デブリ時
代」という区分を設ける必要が出てくるかもしれ
ない．

3．先行する区分の試みとの関係
　本項ではスペースデブリを強調して，2007年を
境として「技術的問題としてのデブリ時代」と「政
治的問題としてのデブリ時代」という時代に区分
を行う本論文の提案と，Ⅰで取り上げた 3つの区
分の試みとの関係性を検討する．Ⅰで取り上げた
区分は，いずれも宇宙開発における重要な変化に
沿って区分を行っている．これらの区分と，前述
した「技術的問題としてのデブリ時代」／「政治
的問題としてのデブリ時代」という区分との関係
を検討することで，スペースデブリ問題と他の宇
宙開発における問題・論点との関係を見いだすこ
とができる．
　まず，モルツによるテクノクラシー／ネトクラ
シーの区分は，スペース･パワーの源泉の変化が
強調され，過去数年間にそのモデルの変化が起こ
ったとしている．スペース･パワーとスペースデ
ブリの問題とは直接は関係を持たない．しかし，
モルツの主張する変化の中には衛星が単独かつ大
型の衛星から，大量のより小型の衛星による衛星
網（コンステレーション）への移行が含まれる．
これは，衛星の脆弱性を補うためだが，スペース
デブリとの関連で 2つの側面がある． 1つはデブ
リの危険が増大したことで，単独の衛星を運用す
ることの脆弱性が高まり，それに対するレジリエ
ンスの強化としてコンステレーションが志向され
たことである．もう 1つは，大規模なコンステレ
ーションの建設自体が宇宙の混雑化を招き，宇宙
空間の利用を難しくすることがある．よってネト
クラシーへの移行に，「政治的問題としてのデブリ
時代」への移行が影響を及ぼしている．
　次に，第一宇宙時代／第二宇宙時代の区分は，
アクターの増大を強調している．冷戦終結を機と
して始まった第二宇宙時代への移行は，新たな宇
宙アクターの増加を招き，宇宙利用による利益の
拡大はデブリ問題の脅威を相対的に大きくした．
また宇宙の混雑化が促進されたことで，宇宙にお
ける衝突事故の可能性も高まり，デブリ問題への
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注目が集まった．「政治的問題としてのデブリ時
代」への移行に，第二宇宙時代への移行が影響を
及ぼしている．
　最後に，福島によるスペース･パワー論の区分
では宇宙アセットが国家安全保障上，冷戦期の戦
略的重要性を超えて重要な役目を担うようになっ
てきたのは情報学派の時代，福島によれば湾岸戦
争以降である．この宇宙の軍事化の進行に伴って，
デブリ問題は国家安全保障に対する脅威としての
価値を持つこととなる．イラク戦争以降の坑たん
性・コントロール学派の時代には，宇宙アセット
をめぐる戦闘が想定されているが，ここでもデブ
リ問題は関わってくる．敵の衛星への ASAT，特
にキネティックな攻撃を試みるためには，デブリ
を回避するのと同様に，対象を認識し，その軌道
を確定させる必要があり，デブリ回避のためのSSA

が軍事的に転用しうる．このようにデブリ対策は
同時に，安全保障上の意義を持つこととなる．「政
治的問題としてのデブリ時代」と「情報学派の時
代」「坑たん性・コントロール学派の時代」は表裏
一体に進行しており，相互に影響を与え合いなが
ら移行があった．
　以上の検討を図 2にまとめる

　以上のように，第一宇宙時代から第二宇宙時代
への移行，つまりアクターの増加が，「技術的問題
としてのデブリ時代」から「政治的問題としての
デブリ時代」への移行に影響を与え，それが更に
テクノクラシーからネトクラシーへの移行，特に
衛星のコンステレーション化に影響を与えた．ま
た，福島による「情報学派の時代」や「坑たん性・
コントロール学派の時代」への移行と，「技術的問
題としてのデブリ時代」から「政治的問題として
のデブリ時代」への移行とは相互に影響を与え合
っている．つまり宇宙の軍事化とデブリ問題とは
相互に影響を与えている．

お わ り に

　本論文では，まずⅠで宇宙開発の時代的区分に
ついて，先行する 3つの区分を参照しながら，そ
れぞれの強調点と区分点を確認し，スペースデブ
リという問題が欠落していることを明らかにした．
次にⅡでスペースデブリ問題について概説した．
その上で，Ⅲにおいてスペースデブリ問題を強調
し，2007年を境として，その以前を「技術的問題
としてのデブリ時代」，それ以後を「政治的問題と
してのデブリ時代」とする新たな区分を提案した．
この「技術的問題としてのデブリ時代」と「政治

図 2　本論文における区分と，Ⅰで検討した区分との関係の整理

　（注）　矢印は影響を与えていることを示す．両矢印は相互に影響を与え合っていることを示す．
（出所）　筆者作成．
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的問題としてのデブリ時代」という区分と，Ⅰで
取り上げた宇宙開発の区分とを比較することで，
デブリ問題と，スペース ･パワーの源泉の変化，
宇宙開発に関与するアクターの増加，宇宙の軍事
的利用との関係を検討し，それらがいかに影響を
与え合っているのかを検討した．結果として，ア
クターの増加が，デブリ問題の政治問題化につな
がり，それが更に衛星のコンステレーション化に
影響を与え，また宇宙の軍事化の問題とデブリ問
題とは相互に影響を与えながら同時に進行してい
ることが分かった．
　本論文で検討しきれなかったこととして，各国
の個別の政策の検討が挙げられる．また，デブリ
問題と他の宇宙開発における問題との関係の検討
も，区分の問題に焦点を絞ったために十分とはい
えない．より詳しい検討を進める必要がある．
　宇宙開発は著しく多面的であり，本論文で取り
上げられたもの以外に多くの区分を試みることが
可能である．例えば，衛星を利用した機器の普及69）

や，測位システムなどの衛星の種類に着目した区
分も考えられる．以下では，現在は区分を行うに
は適さないが，将来的に区分を行う必要が出る可
能性がある，宇宙への輸送手段を基準とした区分
について示す．
　宇宙への物体の投射は，宇宙開発の黎明から現
在に至るまでロケットによって行われてきた．し
かし，ロケットは燃料の必要性による重量上の問
題，使い捨てる部分が多くなり高コストになるな
ど多くの問題を抱えている．これまでロケットが
使われてきたのは代替する手段がなかったためで
ある．しかし，他の投射手段を探そうという動き
がある．例えば，宇宙エレベーター構想がある70）．
これは地上から軌道上，特に静止軌道まで伸びる
巨大なエレベーターを建設する構想であり，ロケ
ットよりは低速であるが人員や物資を安全かつ廉
価に輸送することが可能である．残念ながら，宇
宙エレベーターは技術的・コスト的な問題から現
在まで構想の段階であり，実際に建設に着手する

動きは見られない．しかし，宇宙エレベーターが
建設されたならば，宇宙開発は著しく低コストに
なり，大きな変化をもたらすだろう．宇宙エレベ
ーターの建設を境として，それ以前を「ロケット
時代」，それ以後を「宇宙エレベーター時代」とす
ることができるかもしれない．
　現在，技術革新の影響もあり，宇宙アセットの
利用の仕方も含めて宇宙開発は急速に発展・変化
している．上に挙げた宇宙エレベーターのような，
まったく新しい発想に立った開発も行われるだろ
う．だが高度な物理学や数学に基づいて実行され
る宇宙開発も，人間の社会的活動の一部であり，
社会科学的な視点からの研究は有用である．宇宙
開発について時勢に合った更なる研究が求められ
ている．
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